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１ 事務処理の特例に関する条例（平成11年神奈川県条例第41号）新旧対照表  

改    正 現    行 

第１条～第３条 （略） 第１条～第３条 （略） 

別表（第３条関係） 別表（第３条関係） 

 １～59 (略) (略)   １～59 (略) (略) 

 59の２ 動物の愛護及び管理に

関する法律（昭和48年法律第

105号。以下この項において

「法」という。）、動物の愛

護及び管理に関する法律施行

規則（平成18年環境省令第１

号。以下この項において「省

令」という。）及び神奈川県

動物の愛護及び管理に関する

条例（昭和54年神奈川県条例

第35号。以下この項において

「条例」という。）に基づく

次の事務 

(１)～(９) (略)  

(10) 法第16条第１項（法第

24条の４第１項において準

用する場合を含む。）の規

定により、廃業等の届出を

受理すること。 

 (11)・(12) (略) 

(13) 法第21条の５第２項の

規定により、動物の種類ご

との数等の届出を受理する

こと。 

(14)  (略) 

(削除) 

 

 

 

(15)  法第22条の６   の

規定により、犬猫等販売業

者に対し、獣医師による検

案を受け、検案書等を提出

すべきことを命ずること。 

(16)  法第23条第１項（法第

24条の４第１項において準

用する場合を含む。）の規

定により、第一種動物取扱

(略)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 59の２ 動物の愛護及び管理に

関する法律（昭和48年法律第

105号。以下この項において

「法」という。）、動物の愛

護及び管理に関する法律施行

規則（平成18年環境省令第１

号。以下この項において「省

令」という。）及び神奈川県

動物の愛護及び管理に関する

条例（昭和54年神奈川県条例

第35号。以下この項において

「条例」という。）に基づく

次の事務 

(１)～(９) (略)  

(10) 法第16条第１項（法第

24条の４   において準

用する場合を含む。）の規

定により、廃業等の届出を

受理すること。 

 (11)・(12) (略) 

(新設) 

 

 

 

(13)  (略) 

(14)  法第22条の６第２項の

規定により、犬猫等の種類

ごとの数等の届出を受理す

ること。 

(15)  法第22条の６第３項の

規定により、犬猫等販売業

者に対し、獣医師による検

案を受け、検案書等を提出

すべきことを命ずること。

(16) 法第23条第１項（法第

24条の４   において準

用する場合を含む。）の規

定により、第一種動物取扱

(略) 
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改    正 現    行 

業者（同項において準用す

る場合にあっては、第二種

動物取扱業者。(20)におい

て同じ。）に対し、動物の

管理の方法等を改善すべき

ことを勧告すること。 

(17) (略)  

(18) 法第23条第３項（法第

24条の４第１項において準

用する場合を含む。）の規

定により、法第23条第１項

（法第24条の４第１項にお

い て 準 用 す る 場 合を含

む。）又は第２項の規定に

よる勧告を受けた者がその

勧告に従わなかった旨を公

表すること。 

(19)  法第23条第４項（法第

24条の４第１項において準

用する場合を含む。）の規

定により、法第23条第１項

（法第24条の４第１項にお

い て 準 用 す る 場 合を含

む。）又は第２項の規定に

よる勧告を受けた者に対

し、その勧告に係る措置を

とるべきことを命ずるこ

と。 

(20)  法第24条第１項（法第

24条の４第１項において準

用する場合を含む。）の規

定により、第一種動物取扱

業者に対し、必要な事項に

関し報告を求め、及び職員

に第一種動物取扱業者の事

業所等に立ち入り、飼養施

設等を検査させること。 

(21) 法第24条の２第１項の

規定により、第一種動物取

扱業者であった者に対し、

動物の不適正な飼養又は保

管により動物の健康及び安

業者（同条において準用す

る場合にあっては、第二種

動物取扱業者。(18)におい

て同じ。）に対し、動物の

管理の方法等を改善すべき

ことを勧告すること。 

(17) (略)  

(新設) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(18)  法第23条第３項（法第

24条の４   において準

用する場合を含む。）の規

定により、法第23条第１項

（法第24条の４   にお

い て 準 用 す る 場 合 を 含

む。）又は第２項の規定に

よる勧告を受けた者に対

し、その勧告に係る措置を

とるべきことを命ずるこ

と。 

(19)  法第24条第１項（法第

24条の４   において準

用する場合を含む。）の規

定により、第一種動物取扱

業者に対し、必要な事項に

関し報告を求め、及び職員

に第一種動物取扱業者の事

業所等に立ち入り、飼養施

設等を検査させること。 

(新設) 
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改    正 現    行 

全が害されること等を防止

するため必要な勧告をする

こと。 

(22) 法第24条の２第２項の

規定により、同条第１項の

規定による勧告を受けた者

に対し、その勧告に係る措

置をとるべきことを命ずる

こと。 

(23) 法第24条の２第３項の

規定により、第一種動物取

扱業者であった者に対し、

必要な事項に関し報告を求

め、及び職員に第一種動物

取扱業者であった者の飼養

施設を設置する場所等に立

ち入り、飼養施設等を検査

させること。 

(24)  法第24条の２の２の規

定により、第二種動物取扱

業の届出を受理すること。 

(25)～(50) (略) 

(51) 条例第９条の規定によ

り、同条において定めるも

のを法第21条第２項（法第

24条の４第１項において準

用する場合を含む。）に規

定する基準として、(16)に

掲げる事務を処理するこ

と。 

 

 

 

 (新設) 

 

 

 

 

 

 (新設) 

 

 

 

 

 

 

 

 

(20)  法第24条の２  の規

定により、第二種動物取扱

業の届出を受理すること。

(21)～(46) (略)  

 (47) 条例第９条の規定によ

り、同条において定めるも

のを法第21条第２項（法第

24条の４   において準

用する場合を含む。）に規

定する基準として、(16)に

掲げる事務を処理するこ

と。 

59の３ 動物の愛護及び管理に

関する法律（以下この項にお

いて「法」という。）及び動

物の愛護及び管理に関する法

律施行規則（以下この項にお

いて「省令」という。）に基

づく次の事務 

(１) 法第25条第１項の規定

により、必要な指導及び助

言をすること。 

(２) 法第25条第２項の規定

により、必要な措置をとる

(略) 

 

59の３ 動物の愛護及び管理に

関する法律（以下この項にお

いて「法」という。）及び動

物の愛護及び管理に関する法

律施行規則（以下この項にお

いて「省令」という。）に基

づく次の事務 

(新設)  

 

 

(１) 法第25条第１項の規定

により、必要な措置をとる

(略) 
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改    正 現    行 

べきことを勧告すること。 

(３) 法第25条第３項の規定

により、その勧告に係る措

置をとるべきことを命ずる

こと。 

(４) 法第25条第４項の規定

により、必要な措置をとる

べきことを命じ、及び勧告

すること。 

(５) 法第25条第５項の規定

により、必要な事項に関し

報告を求め、及び職員に動

物の飼養又は保管に関係の

ある場所に立ち入り、飼養

施設等を検査させること。 

(６) (略)  

べきことを勧告すること。

(２) 法第25条第２項の規定

により、その勧告に係る措

置をとるべきことを命ずる

こと。 

(３) 法第25条第３項の規定

により、必要な措置をとる

べきことを命じ、及び勧告

すること。 

(新設) 

 

 

 

 

 

(４) (略)  

60～103 (略) (略) 60～103 (略) (略) 

104 神奈川県動物の愛護及び

管理に関する条例（以下この

項において「条例」とい

う。）及び条例の施行のため

の規則に基づく次の事務 

(１)～(24) （略） 

横浜市、川崎

市及び相模原

市を除く市町

村（横須賀市

にあっては左

欄(４)、(５)

及び(23)に掲

げる事務並び

に 左 欄 (10) 

及び(13)に掲

げる事務のう

ち条例第10条

第１項及び第

３項の規定に

より引き取っ

た動物に係る

ものを除き、

藤沢市及び茅

ケ崎市にあっ

ては左欄(１)

か ら ( ７ ) ま

で、(９)から

(13)まで及び

(15)から(24)

までに掲げる

104 神奈川県動物の愛護及び

管理に関する条例（以下この

項において「条例」とい

う。）及び条例の施行のため

の規則に基づく次の事務 

(１)～(24) （略） 

横浜市、川崎

市及び相模原

市を除く市町

村（横須賀市

にあっては左

欄(４)    

及び(５)に掲

げる事務並び

に 左 欄(10)

及び(13)に掲

げる事務のう

ち条例第10条

第１項及び第

３項の規定に

より引き取っ

た動物に係る

ものを除き、

藤沢市及び茅

ケ崎市にあっ

ては左欄(１)

か ら ( ７ )ま

で、(９)から

(13)まで及び

(15)から(24)

までに掲げる
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改    正 現    行 

事 務 （ 左 欄

(９)に掲げる

事務にあって

は法第35条第

３項の規定に

より引き取っ

た犬及び猫、

法第36条第２

項の規定によ

り収容した負

傷動物等並び

に条例第10条

第３項の規定

により引き取

った規則で定

める動物に係

る も の に 限

り、左欄(10)

に掲げる事務

にあっては法

第36条第２項

の規定により

収容した負傷

動物等及び動

物の死体に係

る も の に 限

り、左欄(13)

に掲げる事務

にあっては法

第36条第２項

の規定により

収容した負傷

動物等に係る

ものに限り、

左欄(15)に掲

げる事務にあ

っては第一種

動物取扱業者

及び第二種動

物取扱業者か

らの届出並び

に特定動物に

事 務 （ 左 欄

(９)に掲げる

事務にあって

は法第35条第

３項の規定に

より引き取っ

た犬及び猫、

法第36条第２

項の規定によ

り収容した負

傷動物等並び

に条例第10条

第３項の規定

により引き取

った規則で定

める動物に係

る も の に 限

り、左欄(10)

に掲げる事務

にあっては法

第36条第２項

の規定により

収容した負傷

動物等及び動

物の死体に係

る も の に 限

り、左欄(13)

に掲げる事務

にあっては法

第36条第２項

の規定により

収容した負傷

動物等に係る

ものに限り、

左欄(15)に掲

げる事務にあ

っては第一種

動物取扱業者

及び第二種動

物取扱業者か

らの届出並び

に特定動物に
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改    正 現    行 

係るものを除

き 、 左 欄

(16)、(21)及

び(22)に掲げ

る事務にあっ

ては第一種動

物取扱業者及

び第二種動物

取扱業者並び

に特定動物に

係るものを除

き、左欄(17)

から(19)まで

に掲げる事務

にあっては第

一種動物取扱

業者及び第二

種動物取扱業

者に係るもの

を除く。）に

限り、横須賀

市、藤沢市及

び茅ケ崎市以

外の市町村に

あっては左欄

(10)に掲げる

事務のうち、

法第36条第２

項の規定によ

り収容した動

物の死体に係

る も の に 限

る。） 

係るものを除

き 、 左 欄

(16)、(21)及

び(22)に掲げ

る事務にあっ

ては第一種動

物取扱業者及

び第二種動物

取扱業者並び

に特定動物に

係るものを除

き、左欄(17)

から(19)まで

に掲げる事務

にあっては第

一種動物取扱

業者及び第二

種動物取扱業

者に係るもの

を除く。）に

限り、横須賀

市、藤沢市及

び茅ケ崎市以

外の市町村に

あっては左欄

(10)に掲げる

事務のうち、

法第36条第２

項の規定によ

り収容した動

物の死体に係

る も の に 限

る。） 

105～160 (略) (略) 105～160 (略) (略) 
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２ 地方税法第37条の２第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人等を定める条

例（平成24年神奈川県条例第39号）新旧対照表 

改    正 現    行 

 別表     別表   

 

特定非営利活動

法人の名称 

主たる事務所の

所在地 

神奈川県県

税条例第10

条第２項の

期間 

  
特定非営利活動

法人の名称 

主たる事務所の

所在地 

神奈川県県

税条例第10

条第２項の

期間 

 

（削除）   

  

特定非営利活動
法人たすけあい
あさひ 

横浜市旭区四季
美台28－１ 

平 成 27 年
１ 月 １ 日
か ら 令 和
２ 年 ３ 月
31日まで 

 （略）     （略）   

 

特定非営利活動
法人移動サービ
スアクセス 

横浜市青葉区荏
田北３－11－24 

（略） 

  

特定非営利活動
法人移動サービ
スアクセス 

横浜市青葉区美
しが丘４－24－
11 

（略） 

 （略）     （略）   

 

ＮＰＯ法人ミニ
シティ・プラス 

横浜市都筑区中
川一丁目４番１
号 

（略） 

  

ＮＰＯ法人ミニ
シティ・プラス

横浜市都筑区南
山田二丁目１番
２－306号 

（略） 

 （略）     （略）   

 

特定非営利活動
法人アドバイザ
ーネットワーク
神奈川 

海老名市河原口
三丁目22番７号 

（略） 

  

特定非営利活動
法人アドバイザ
ーネットワーク
神奈川 

横浜市金沢区六
浦南四丁目20番
１－907号 

（略） 

 （略）     （略）   

 

特定非営利活動
法人たすけあい
あさひ 

横浜市旭区四季
美台28－１ 

令 和 ２ 年
４ 月 １ 日
か ら 令 和
７ 年 ３ 月
31日まで 

  

（新規）   
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